
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

6,179

0.90 0.75

3,361 3,464 3,865

Ｂ

Ｂ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

7,580 10,235 9,373 10,196 37,022

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

２生涯学習・人権

１　生涯学習の推進

３　図書館サービスの充実

4800

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

102 0

4,002 3,842

0 0 0

総合戦略

●移動図書館車による地域への巡回　●学校（小規模校）への乗り入れ　●やまびこ号（平成22年7月更新）　●やまびこ号ジュニア（令和2年12

月更新）

R5年度実績 R6年度見込

館外貸出利用者延べ数（移動図書館個

人）

4800

実績値

78.7

図書館サービスの地域間格差の是正・均等化を図る。

図書館から遠隔地に居住する市民への貸出

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

6,393 5,405

0 0

0

26,781

3,315

0.80

3,578

環

境

変

化

等

周辺地域の人口減少、高齢化により、利用者が減少傾向にある。

「知の拠点」として基本図書資料の整備を図るとともに、地域に密着した満足度の高い図書サービスを提供する。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

移動図書館の巡回コースや活用方法について、見直しの余地がある。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

図書館サービスの地域間格差の是正・均等化に必要な事業であり、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
移動図書館を必要としている人に継続的なサービスを提供することで、図書館サービスの地域格差を解消し、地域での読書活動の推進が図られる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

巡回日程に基づき、概ね計画通り実施できた。

Ｂ２．事務事業の目的（対象・意図）

移動図書館を必要としている人に継続的なサービスを提供するとともに、利用者増に向けた方策を検討する。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

移動図書館車を運行することにより、図書館サービスの地域間格差を解消し、地域での読書活動を推進する。

(3,464 ) (3,865 )（事業費集計済分）

3,900

正職員

（人）正職員以外
0.50

0 0

3,578 6,393 5,405

0 0 0

5,816

0

3,438

1.60

0.85

1.60

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

周辺地域の人口減少、高齢化

(3,438 ) (3,315 ) (3,361 )
（人）

6,179 5,816

4,0173,968

正職員以外

3,968 4,017 31,206

0

4900 4900目標値 人

基

本

情

報

人 3827 4218

2.00 2.00 1.80

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

4,4253,842

事務事業名 移動図書館運営事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 78.1 86.1

担当所属 中央図書館

指

標
活動指標

手　段

-

3778 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

3,272

0.75 0.50

0 0 0

Ｂ

Ａ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

44,107 44,334 42,859 42,549 46,600

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

２生涯学習・人権

１　生涯学習の推進

３　図書館サービスの充実

150000

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

39,098 39,007

0 0 0

総合戦略

図書館システムの活用により、市立図書館全館の資料管理、利用者管理、資料貸出・返却事務等を迅速かつ正確に処理し、さらにインターネットの活用に

より利用者への情報提供や、資料検索・予約等が館内外を問わず24時間可能となる。

R5年度実績 R6年度見込

予約・リクエスト資料数 150000

実績値

101.4

資料・利用者の迅速・正確な管理、サービスの向上を図る。

●市内6館の連携、資料貸出・返却の迅速な処理、資料の適正管理　●利用者の適正管理、全館での返却処理　●全館でのインターネット検索及び予

約

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

5,327 3,603

0 0

0

4,818

0

0.40

5,009

環

境

変

化

等

システムの活用は、図書館運営に欠くことができないものとなっている。業務の効率化、利用者の利便性向上が期待できるＩＣタグシステムを徳山駅前図書館に導入して

いる。

「知の拠点」として基本図書資料の整備を図り、利用者満足度の高い図書館サービスを提供する。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

限られた予算の中で、システム運用を実施しており、現状では最適な手段である。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

図書館システムの活用により、業務の効率化、利用者の利便性につながる事業であり、妥当で

ある。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
徳山駅前図書館を含む市内6館の図書館で共通システムを運用し、利用者への迅速な対応が図られる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

図書館システムを適正に管理・運用し、計画通りに実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

システムを適切に運用することで、利用者の利便性の向上、正確な情報提供を図る。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

徳山駅前図書館を含む市内6館の図書館で共通システムを運用し、利用者への迅速な対応に努める。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

39,098

正職員

（人）正職員以外
0.70

0 0

5,009 5,327 3,603

0 0 0

2,908

0

0

0.00

0.45

0.00

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

インターネット活用による利便性の向上にともなう利用者の増加。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

3,272 2,908

39,27739,256

正職員以外

39,256 39,277 43,692

0

120000 150000目標値 件

基

本

情

報

件 145331 153738

0.00 0.00 0.75

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

38,87439,007

事務事業名 図書館システム管理運営費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 121.1 102.5

担当所属 中央図書館

指

標
活動指標

手　段

-

152120 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

54,888

6.15 7.70

56,059 57,033 71,276

Ｂ

Ｂ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

222,037 219,487 240,025 245,230 267,471

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

２生涯学習・人権

１　生涯学習の推進

３　図書館サービスの充実

320000

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

4 19

173,741 175,804

0 0 0

該当総合戦略

●市内６館の円滑な運営　●お話し会など各種行事の運営　●関係部局とのコラボ企画の実施

R5年度実績 R6年度見込

館外貸出利用者延べ数（個人） 350000

実績値

84.8

地域の読書活動・生涯学習活動を推進・支援することで、利用者の満足度が向上し、利用者増加が図られる。

●図書館利用者の増加・生涯学習の支援　●幼児、児童の読書活動の推進　●児童、生徒の総合学習への支援

人

員

コ

ス

ト

10,607

特

定

財

源

0

0 0 0 0

43,683 55,486

0 0

0

13,363

54,408

6.50

48,296

環

境

変

化

等

システムの利用により、利用者の利便性が格段に向上し、予約数は増加しているが、その対応は人的作業となるため、事務量が増加している。

「知の拠点」として基本図書資料の整備を図るとともに、地域に密着した郷土資料など、多岐にわたる資料の収集・整理・保存・展示による活用に努め、利用者満足度の

高い図書館サービスの提供を図る。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

事業運営の効率化について、実施事業の見直しなどを検討し、改善していく。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

円滑な図書館運営と利用しやすい図書館づくりにつながる事業であるため、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
利用者の満足度が向上し、市民の文化水準の向上が図られる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

適切に管理運営し、概ね計画通り実施できた。

Ｂ２．事務事業の目的（対象・意図）

読書活動推進のために、学校図書館などとの連携を密にするとともに、読書環境の整備を図ることで、利用者の増加、満足度の向上に努める。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

「知の拠点」として地域の読書活動・生涯学習活動の推進および支援を継続し、適切に管理運営を進めていくこと

で、図書館サービスの向上に努めるとともに、「知の広場」である徳山駅前図書館との相乗効果で利用者の増加につ

なげる。

(57,033 ) (71,276 )（事業費集計済分）

163,145

正職員

（人）正職員以外
6.75

10 0

48,296 43,683 55,486

10,264 9,253 9,130

47,255

10,592

50,679

21.35

7.55

20.65

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

図書館サービスの多様化に伴う非来館利用者の増加

(50,679 ) (54,408 ) (56,059 )
（人）

54,888 47,255

181,089174,265

正職員以外

184,539 190,342 220,216

0

320000 320000目標値 人

基

本

情

報

人 254380 274643

24.00 27.00 19.30

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

197,723165,178

事務事業名 図書館管理運営費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 79.5 85.8

担当所属 中央図書館

指

標
活動指標

手　段

-

271397 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

8,360

1.45 1.30

0 0 0

Ｂ

Ａ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

44,888 44,864 41,441 38,659 35,753

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

２生涯学習・人権

１　生涯学習の推進

３　図書館サービスの充実

20000

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

48 20

34,513 34,565

0 0 0

総合戦略

利用者のニーズに応えるべく、新鮮で広範囲にわたる資料の収集

R5年度実績 R6年度見込

資料購入点数 20000

実績値

86.1

利用者の多様化するニーズに対して的確に応え、利用者の満足度を向上させる。

●利用者の増加　●児童・生徒の総合学習への支援　●レファレンス利用者への的確な対応

人

員

コ

ス

ト

20

特

定

財

源

0

0 0 0 0

10,299 9,368

0 0

0

43

0

0.75

10,375

環

境

変

化

等

図書以外の資料（ＡＶ、電子書籍）の刊行、要望の増加

「知の拠点」として基本図書資料の整備を図るとともに、地域に密着した郷土資料など、多岐にわたる資料の収集・整理・保存・展示による活用に努め、利用者満足度の

高い図書館サービスを提供する。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

限られた予算の中で資料選択・受入を実施しているため、現状では最適な手段である。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

利用者に満足度の高い図書館サービスを提供するための事業であり、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
利用者のニーズに対応した資料を収集することで、利用者の増加や児童・生徒への学習支援、レファレンス利用者への的確な対応が見込まれる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

適正に資料選択・受入を行い、計画通り実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

利用者のニーズに応えるとともに、資料を有効活用するため、多種多様な資料の選択・受入を計画的に進める。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

多様化するニーズに応えるよう新鮮で広範囲にわたる資料を収集し、利用者への的確で迅速な対応を行う。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

34,465

正職員

（人）正職員以外
1.45

48 60

10,375 10,299 9,368

0 0 0

5,453

0

0

4.05

1.15

3.75

事

業

概

要

対　象

市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

利用者の多様化するニーズに対応するため、新鮮かつ広範囲にわたる資料を収集し、歴史や文化等に関する郷土の資料の収集保存や情報提供及び人材を育成する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

8,360 5,453

30,23932,025

正職員以外

32,073 30,299 30,300

0

20000 20000目標値 点

基

本

情

報

点 18421 17829

0.00 0.00 4.15

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

30,25734,525

事務事業名 図書館資料購入費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 92.1 89.1

担当所属 中央図書館

指

標
活動指標

手　段

-

17221 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

1,818

0.15 0.15

0 0 0

Ｂ

Ａ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

0 10,591 3,941 6,478 11,532

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

２生涯学習・人権

１　生涯学習の推進

３　図書館サービスの充実

2200

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

0 9,526

0 9,526 0

総合戦略

電子書籍が利用できる電子図書館サービスの運用

R5年度実績 R6年度見込

電子図書館の登録者数 12450

実績値

556.8

●図書館に来館が困難な方に対する利便性の向上　●幅広い利用者層に対するサービスの拡充

●24時間365日非来館型サービスを提供することで、図書館に来館が困難な方に対する利便性が向上する。　●電子化されたコンテンツの提供により、幅

広い利用者層に対するサービスの拡充が図られる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,065 1,081

0 0

0

5,565

0

0.25

0

環

境

変

化

等

電子図書館サービスの運用開始により、利用者の利便性は向上しているが、サービスの認知不足が課題となっている。

外出抑制時や図書館の臨時休館中でも図書館サービスを継続し、利便性の高い図書館サービスを提供する。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

限られた予算の中で最大限の効果が上げられるよう、サービスの見直しを検討し、改善していく。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

図書館サービスの利便性の向上につながる事業のため、妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
非来館型の図書館サービスの提供により、広域的な利用や幅広い利用者層へのサービスの拡充が図られ、利用者の増加、満足度の向上が図られる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

学校連携事業の開始に伴い、利用登録者数が大幅に増加した。

Ｂ２．事務事業の目的（対象・意図）

多様化するニーズに応えるよう新鮮で広範囲にわたる電子書籍コンテンツを提供することで、利用者の増加、満足度の向上を図る。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

利用者のニーズに対応した電子書籍を提供することで、電子図書館サービスの向上に努めるとともに、利用者の増加

につなげる。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 0

0 1,065 1,081

0 0 0

1,818

0

0

0.00

0.25

0.00

事

業

概

要

対　象

周南市民、市内通勤・通学者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

インターネット活用による利便性の向上にともなう利用者の増加

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

1,818 1,818

4,6602,860

正職員以外

2,860 4,660 9,714

0

1000 2000目標値 人

基

本

情

報

人 912 1557

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

4,1490

事務事業名 電子図書館運営費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 91.2 77.9

担当所属 中央図書館

指

標
活動指標

手　段

-

12250 -


